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ま え が き 

 

 男女間賃金格差の解消に向けた調査研究、女性の再就職に関する調査研究、出産育児期の

就業継続に関する調査研究等、独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）が手掛けて

きた女性労働関係の調査研究は数多い。特に労働者や企業を対象とするアンケート調査を用

いた実証研究は数多く積み上げられてきていると言っていいだろう。 

 一方、女性労働にかかる法政策そのものを対象とした研究は、それほど多くは行われてこ

なかったといっていいだろう。その中で、JILPT が 2009 年度から取り組んでいるワークラ

イフバランス比較法研究の中間報告では、日本及び先進各国のワークライフバランス政策が、

もともと男女平等あるいは性差別禁止といったことを法規範的契機としながら、様々な他の

政策要請と融合する形で発展している状況を明らかにしている。このことを踏まえれば、現

在、男女雇用機会均等法政策、育児・介護休業法政策、あるいはパートタイム労働法政策と

してそれぞれの体系が構築されている我が国の法政策について、法規範的契機や、発展過程

で融合されてきた他の政策的要請等を丁寧にみていくことによって、残された課題や、本来

追求するべき政策効果等を改めて明らかにできることが予想される。 

 この労働政策レポートは、そのような観点から、現在の法政策の淵源をたどる意味も含め、

戦後の女性労働政策の発展過程を記述している。その際、担当研究員の試論として、「正義」

「活用」「福祉」の3つの政策視点から個々の政策やその変遷を分析している。 

 本レポートが多くの人々に活用され今後の政策議論に役立てば幸いである。 

 

平成 23 年 10 月                          

独立行政法人 労働政策研究･研修機構 

理事長 山 口  浩 一 郎 
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はじめに・・・このレポートのねらい 

 

 男女雇用機会均等法が施行されて 25 年、育児休業法が成立して 20 年が経過しました。これ

らの法律は、働く女性を念頭においた法政策として構築され、その後いく度かの改正を経て、

日本における雇用の分野の男女平等や、職業生活と家庭生活の調和についての法政策として

定着しました。そしてその内容は、働く女性の労働条件だけでなく、女性の働き方に関する

社会認識にも影響を与えてきたと言っていいでしょう。男女雇用機会均等法以前に目を転じ

れば、戦後間もない 1947 年に施行された労働基準法の女性関係規定や高度成長期を経た 1972 

年に誕生した勤労婦人福祉法など、男性に比べて不利な状況にある女性労働者を保護、支援

することが女性労働に関する法政策の中心であった時代もありました。 

 現在、労働基準法の女性関係規定はもちろんのこと、女性労働に関わる主要な 3 つの法政

策、即ち男女雇用機会均等法（勤労婦人福祉法）、育児・介護休業法、そしてパートタイム

労働法は、それぞれ制定当初から大きく姿を変えています。それは、折々の政策ニーズを実

現してきた結果であり、とりもなおさず、我が国の社会経済状況や企業の雇用管理、女性の

意識や就労の実態の変化を反映しているということが言えます。また、その変化の中で、女

性労働者だけのための政策が消滅しつつあります。即ち、かつて存在した、女性労働者だけ

が差別の対象である、職業生活と家庭生活の調和も女性労働者だけの課題である、といった

前提が変化し、雇用のあらゆる場面で男女双方にとっての差別的取り扱いをなくすことや、

職業生活と家庭生活の両立を男女ともに実現することが法政策の目的に掲げられるようにな

りました。パートタイム労働も、家庭を持つ女性の働き方としてではなく、男女が選択する

多様な働き方の一類型として、通常の労働者との均等・均衡が図られる存在となりました。

その意味では、母性保護を除けば、「女性労働だけのための政策はない」と言われても仕方

のない状況になっているのです。 

 しかし、規定の上からは男女の区別がなくなった法政策も、これまでの政策展開の経緯を

見てみると、女性労働者が性別により差別されないことや、有効にその能力を発揮すること、

事実上育児負担を多く負ってきた女性が職業生活と家庭生活の両立を図ることができるよう

にすること等をその主な目的として発展してきたことが分かります。また各種データを見て

も、そのような女性労働者にとっての課題は依然として解消していないことが分かります。

その意味で、JILPTの第 2 期のプロジェクト研究のテーマでもある「多様な働き方への対応、

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現に向けた就業環境の整備」といった

政策の主要な対象は、依然として女性労働者であると言っていいでしょう。 

 最新の法律の文言だけではなく、過去においてどのような視点でその法政策が採用され、

どのような変化をたどってきたかを意識することは、今後実現を目指すべき具体的な政策目

標を立てる場合にも必要なことではないでしょうか。本レポートは、そうした観点から、国、

地方公共団体における政策担当者の方々に、政策の立案や実施をしていく上での参考にして
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いただきたい材料を提供するものです。 

 また、そのような政策の対象となる女性労働者の方々をサポートする立場にある労働組合

の幹部の方々や女性担当の方々にとっても、これまでの女性労働政策の内容や視点について

の現在に至る変遷の情報が、今後の運動を考える上で役に立つのではないかと思います。女

性労働者の力を生かして企業を発展させていこうと考えておられる経営者の方々、管理職の

方々そして人事労務担当者の方々についても同様です。特に、労働政策は、各種の審議会や

日々の政策対話を通じて、労働者の方々、経営者の方々それぞれが、政策決定の一翼を担っ

ていると言え、その判断や意見は重要な意味をもっています。 

 このようなことから、本レポートは、労働問題に一定の関心を持つ読者層に情報提供する

ことを念頭に置きました。 

 更に、本レポートには、これまでの女性労働に関する法政策の展開とその経緯についての

概括的情報を一冊にまとめて提供するという副次的ねらいがあります。政策立法の目的や経

緯を含む行政当局の執筆による出版は、近年様々な事情で難しくなっているほか、これまで

に出版された書籍の散逸等もあり、過去の法政策の流れを参考文献情報とともに整理してお

く必要を感じたからです。 

 本レポートの構成としては、まず第 1 章で先行研究を整理し、それを踏まえて、これまで

の女性労働政策の展開を見ていく上での複数の視点の内容と考え方を提示します。さらに複

数の視点の相互関係から見た政策展開上の画期と各時代の特徴についての試論をかいつまん

で述べます。ついで第 2 章以降第 6 章までにおいて各時期の政策展開を詳細に見ていきます。

これらを踏まえ第 7 章で簡単なまとめをしておきたいと思います。 

 以上のような構成ですので、第 1 章から順に読んでいただく以外に、第 2 章から第 6 章まで

を読んで時系列的な政策展開を知っていただいたり、特定の時期について特定の章だけを読

んでいただく等、読者の方々の関心に応じ、自由に活用していただければと思います。 

 なお、紙幅の関係及び筆者の行政経験との関係から、主として厚生労働省雇用均等・児童

家庭局及びその前身である労働省婦人少年局（後に婦人局、女性局）においてとられてきた

女性労働分野の政策を中心とした内容になっていますが、必要な範囲で労働関係の他局ある

いは他省庁関連政策にも触れています。さらにこれまた紙幅の関係から、主として法政策の

変遷に絞った記述とせざるをえませんでしたが、草創期の労働省婦人少年局の施策その他で、

法政策以外についても触れているところがあります。 

 2010 年に策定された新成長戦略においても、女性の労働市場への参加の促進や、女性が働

き続けることを可能にし、女性が能力を発揮する機会を飛躍的に増加させることを目標に明

示しています。これらの実現に向け、本レポートで跡付けるこれまでの女性労働政策に関す

る情報が役立つことを祈ってやみません。 

 なお、本レポートでは法令、組織、固有名詞、引用文等を除き、極力「女性」の語を用い

ています。 
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